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伊賀市林地台帳整備業務委託

費　　目 工　　種 種　別 細　別 規　格 単位 数量 単　　価 金　　額

直接測量費

計画準備 式 1 第 1 号　代価表

資料収集・整理 式 1 第 2 号　代価表

公図データ処理 図郭 3,300 第 3 号　代価表

5条森林抽出 式 1 第 4 号　代価表

地番関連情報テーブルの作成 式 1 第 5 号　代価表

林小班関連情報テーブルの作成 式 1 第 6 号　代価表

相関表テーブルの作成 式 1 第 7 号　代価表

林地台帳原案の作成 式 1 第 8 号　代価表

固定資産土地課税マスタ照合 式 1 第 9 号　代価表

林地台帳地図原案の作成 式 1 第 10 号　代価表

林地台帳・林地台帳地図とりまとめ 式 1 第 11 号　代価表

打合せ協議 式 1 第 12 号　代価表

間接測量費 諸経費

合計

改め

消費税 ％ 8

総計

 　内　訳　書

摘　　　　要

1



第 1 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　代　　　価　　　表
計画準備 1 式 当り

　　項　目 名　称 規　格 単位 数　量 単　価 金　額 　　　　　摘　要

人件費

測量主任技師 人日

測量技師 人日

測量技師補 人日

測量助手 人日

       

1 式 当り

合　計

2



第 2 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　代　　　価　　　表
資料収集・整理 1 式 当り

　　項　目 名　称 規　格 単位 数　量 単　価 金　額 　　　　　摘　要

人件費

測量主任技師 人日

測量技師 人日

測量技師補 人日

測量助手 人日

材料費 式 1

機械経費 式 1

      

1 式 当り

合　計

3



第 3 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　代　　　価　　　表
公図データ処理 100 図郭 当り

　　項　目 名　称 規　格 単位 数　量 単　価 金　額 　　　　　摘　要

人件費

測量主任技師 人日

測量技師 人日

測量技師補 人日

測量助手 人日

材料費 式 1

機械経費 式 1

        

1 図郭 当り

合　計

4



第 4 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　代　　　価　　　表
5条森林抽出 1 式 当り

　　項　目 名　称 規　格 単位 数　量 単　価 金　額 　　　　　摘　要

人件費

測量主任技師 人日

測量技師 人日

測量技師補 人日

測量助手 人日

材料費 式 1

機械経費 式 1

        

1 式 当り

合　計

5



第 5 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　代　　　価　　　表
地番関連情報テーブルの作成 1 式 当り

　　項　目 名　称 規　格 単位 数　量 単　価 金　額 　　　　　摘　要

人件費

測量主任技師 人日

測量技師 人日

測量技師補 人日

測量助手 人日

材料費 式 1

機械経費 式 1

     

1 式 当り

合　計

6



第 6 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　代　　　価　　　表
林小班関連情報テーブルの作成 1 式 当り

　　項　目 名　称 規　格 単位 数　量 単　価 金　額 　　　　　摘　要

人件費

測量主任技師 人日

測量技師 人日

測量技師補 人日

測量助手 人日

材料費 式 1

機械経費 式 1

        

7 式 当り

合　計

7



第 7 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　代　　　価　　　表
相関表テーブルの作成 1 式 当り

　　項　目 名　称 規　格 単位 数　量 単　価 金　額 　　　　　摘　要

人件費

測量主任技師 人日

測量技師 人日

測量技師補 人日

測量助手 人日

材料費 式 1

機械経費 式 1

    

1 式 当り

合　計

8



第 8 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　代　　　価　　　表
林地台帳原案の作成 1 式 当り

　　項　目 名　称 規　格 単位 数　量 単　価 金　額 　　　　　摘　要

人件費

測量主任技師 人日

測量技師 人日

測量技師補 人日

測量助手 人日

材料費 式 1

機械経費 式 1

    

1 式 当り

合　計

9



第 9 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　代　　　価　　　表
固定資産土地課税マスタ照合 1 式 当り

　　項　目 名　称 規　格 単位 数　量 単　価 金　額 　　　　　摘　要

人件費

測量主任技師 人日

測量技師 人日

測量技師補 人日

測量助手 人日

材料費 式 1

機械経費 式 1

    

1 式 当り

合　計

10



第 10 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　代　　　価　　　表
林地台帳地図原案の作成 1 式 当り

　　項　目 名　称 規　格 単位 数　量 単　価 金　額 　　　　　摘　要

人件費

測量主任技師 人日

測量技師 人日

測量技師補 人日

測量助手 人日

材料費 式 1

機械経費 式 1

    

1 式 当り

合　計

11



第 11 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　代　　　価　　　表
林地台帳・林地台帳地図とりまとめ 1 式 当り

　　項　目 名　称 規　格 単位 数　量 単　価 金　額 　　　　　摘　要

人件費

測量主任技師 人日

測量技師 人日

測量技師補 人日

測量助手 人日

材料費 式 1

機械経費 式 1

    

1 式 当り

合　計

12



第 12 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　代　　　価　　　表
打合せ協議 1 式 当り

　　項　目 名　称 規　格 単位 数　量 単　価 金　額 　　　　　摘　要

人件費

測量主任技師 人日

測量技師 人日

測量技師補 人日

測量助手 人日

    

1 式 当り

合　計

13



 

 

 

 

 

 

 

平成 30 年度 

伊賀市林地台帳整備業務委託 
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平成 30 年度 伊賀市林地台帳整備業務委託 仕様書 

 

第１章   総則 

 

（適用範囲） 

第1条  本仕様書は、「平成 30 年度 林地台帳整備業務委託」（以下「本業務」という。）事業を実施するにあ

たり、伊賀市（以下「発注者」という。）が受注者に委託する本業務の内容および作業方法、ならびに遵守

する法令・規則等について定め、本業務に適用するものとする。 

 

（目 的） 

第2条  本業務は、木材価格の低迷、森林所有者の世代交代等により、森林所有者の所在が不明な森林や

林地の境界が不明確な森林が増加してきており、所有者等を特定する作業に多大な時間とコストがかか

っている状況を踏まえ、平成 28 年 5 月の森林法（昭和 26 年法律第 249 号）の一部改正を受け、市町村

で統一的な基準に基づき、森林の土地の所有者や林地の境界に関する情報などを整備・公表する林地

台帳制度に従い、「林地台帳」を整備し、森林情報の精度の向上や、森林組合や林業事業体が所有者

に関する情報を入手し、施業集約化の促進を行うことを目的とする。 

 

（準拠法令等） 

第3条  本業務にあたっては、本仕様書によるほか、次の関係法令・規程等に準拠して実施するものとする。 

（1） 森林法（昭和 26年 6月 26 日法律第 249 号） 

（2） 森林法施行規則（昭和 26年８月 1日農林省令第 54号） 

（3） 不動産登記法（平成 16年 6 月 18 日法律第 123 号） 

（4） 測量法（昭和 24年 6月 3日法律第 188 号） 

（5） 林地台帳及び地図整備マニュアル（林野庁 平成 28年 10 月） 

（6） 林地台帳及び地図運用マニュアル（林野庁 平成 29年 3 月） 

（7） 個人情報保護（平成 15年 5 月 30 日法律第 57号） 

（8） 伊賀市公共測量作業規程（平成 20 年 8 月 4 日国国地第 354 号） 

（9） 伊賀市個人情報保護条例（平成 16 年 11 月 1 日条例第 16号） 

（10） 伊賀市個人情報保護条例施行規則（平成 16年 11 月 1 日規則第 19 号） 

（11） その他関係法令等 

 

（疑 義） 

第4条  本業務実施にあたり本仕様書に記載されていない事項または、適用する法令等に疑義が生じた場合、

発注者と受注者で協議のうえ、受注者は発注者の指示に従い、業務を遂行しなければならない。 

 

（管理技術者等） 

第5条 受注者は、本業務における管理技術者、照査技術者を定め、発注者に管理技術者等選任届（経歴書

含む）を提出するものとする。なお、管理技術者及び照査技術者は、受注者が直接雇用を行っている以

下の要件を満たす者を選任しなければならないものとする。 

（1） 管理技術者は、測量士の資格を有する者を配置すること。 



 

 

（2） 照査技術者は、測量士又は測量士補の資格を有する者を配置すること。 

（3） 管理技術者は下記の資格のうち１つ以上を有する者を配置すること。 

森林管理行政や地図情報等に関する資格 

①  文部科学省認定「技術士（森林部門）」資格 

②  一般社団法人認定「森林情報士（森林ＧＩＳ-１級）」 

③  社団法人日本測量協会認定「空間情報総括監理技術者」  

④  他の地方公共団体にて林地台帳整備業務の実施責任者として構築・導入した実績があること 

 

（公的資格の認証、付与及び企業実績） 

第6条  受注者は、契約日までに以下の資格の認証及び付与されている者とし、証明する書類を発注者へ提

出し、承認を得るものとする。 

（1） 品質マネジメントシステム（ISO9001） 

（2） 情報セキュリティマネジメントシステム（ISO27001：ISMS） 

（3） プライバシーマーク制度（JISQ15001） 

（4） 過去 3年以内に他の地方公共団体における林地台帳整備業務の履行実績 

なお、（1）及び（2）は、本業務契約事務所及び生産事務所の認証証明書類を提出するものとする。 

 

（提出書類） 

第7条  本業務の着手にあたり、受注者は発注者に次の書類を提出し、発注者の承認を得るものとする。 

（１） 業務実施計画書 

（２） 業務着手届 

（３） 業務工程表 

（４） 管理技術者等選任届（経歴書含む） 

（５） 管理技術者、照査技術者の資格を証明する書類 

（６） 管理技術者、照査技術者の直接雇用を証明する書類（健康保険証等） 

（７） ISO9001 の認証取得を証明する書類 

（８） ISO27001 の認証取得を証明する書類 

（９） JISQ15001（プライバシーマーク）の認証取得を証明する書類 

（１０） 他の地方公共団体における林地台帳整備業務の契約実績を証明する書類（契約書等） 

（１１） その他本業務を履行する上で必要となる書類 

 

（関係機関との折衝） 

第8条  本業務の実施に必要な法務局およびその他関係機関に対する手続きは、発注者が行うものとする。

また、受注者は法務局その他関係機関に対しての交渉を要するときは、その内容を発注者に報告し、発

注者の指示に従うものとする。 

 

（工程および品質の確保） 

第9条  本業務における工期の遵守および品質を確保するために、次の事項に留意して業務を推進するもの

とする。 

（１） 業務実施計画書にもとづく作業進捗状況を発注者へ定期的に報告しなければならない。 



 

 

（２） 発注者が指定する中間成果の提出期限が設定される場合は、発注者と受注者で協議のうえ、発注者

の指示に従うものとする。 

（３） 計画工程が遅延する場合は、事前に発注者に報告し、挽回策を講じなければならない。 

 

（損害賠償） 

第10条  本業務中に生じた諸事故等については、その一切の責任を受注者が負うものとし、受注者は諸事

故等の内容等を速やかに発注者に報告するものとする。 

 

（検 査） 

第11条  受注者は、各年度の全工程完成後に発注者の検査を受けるものとする。また、発注者から仕様書の

定めに適合しないものとして、修正の指示があった場合、協議のうえ、受注者は速やかに修正を行い再

検査の合格をもって完成とする。 

 

（瑕疵担保） 

第12条  本業務の成果品の納入後、受注者の過失などに起因する不良箇所または不適当な部分が発見さ

れた場合は、受注者の責任において速やかに捕捉、修正し、これに要する費用は受注者の負担とする。 

 

（成果品の帰属等） 

第13条  本業務の成果品は、ソフトウェアを除きすべて発注者に帰属するものであり、受注者は発注者の承

認を受けずに成果品を使用、複写、もしくは第三者に譲渡、公表および貸与してはならない。 

  

（資料管理・情報セキュリティ等に関する取り決め） 

第14条  本業務において取り扱う各種資料やシステムで運用するデータには、個人情報や課税情報等の多

数の重要事項が含まれているため、受注者は、情報セキュリティの重要性を認識し、良識ある判断にもと

づき、資料の破損、紛失、盗難、外部への漏洩等の事故のないように慎重に取り扱い管理運用を行うもの

とし、作業終了後、速やかにこれを返還するものとする。また、受注者は、本業務上知り得た情報・資料お

よびその他一切の事項を、いかなる場合でも第三者に漏らしてはならない。 

 

（委託期間） 

第15条  本業務の期間は、契約日の翌日から平成 31年 3月 15 日までとする。 

 

第２章   業務概要 

（業務概要） 

第16条  本業務の概要は、以下の通りとする。 

（１） 本業務の対象は、以下の通りとする。 

対象森林筆数：約 180,000 筆 

公図 XML図郭数：3,300 図郭 

（２） 業務内容は次のとおりとする。 

① 林地台帳原案の作成     1 式 

② 林地台帳地図原案の作成     1 式 



 

 

 

（貸与資料） 

第17条  本業務に必要な資料として、発注者は受注者に次の資料を貸与するものとする。なお、貸与資料の

保管管理および取扱いには十分注意するとともに、資料の授受においては借用書を作成・提出し、本業

務の完了後は速やかに返還するものとする。 

２. 貸与する資料は、必要に応じ発注者の承認を得た上で、適宜複製を行うものとする。 

３. 個人情報を含む機密性の高いデータの授受に際しては、受注者が取りえる、秘密を保持し、認証を行い、 

改ざんや否認を防止できる最も適切な方法で行うものとし、発注者と受注者が協議の上で方法を決定する。 

（１） 森林簿データ（CSV 形式） 

（２） 森林計画図データ（SHAPE 形式） 

（３） 登記簿データ（CSV 形式） 

（４） 公図データ（XML 形式） 

（５） 三重県共有デジタル地図データ (DM形式) 

（６） 三重県写真地図データ(TIFF 形式または JPEG形式) 

（７） 写真地図データファイル（H25 撮影）（TIFF 形式） 

（８） 地番図データファイル（SHAPE 形式） 

（９） 固定資産土地課税マスタ（CSV 形式） 

（１０） 既存調査データ(森林資源量調査、地籍調査成果等) 

（１１） その他必要と認めた資料 

 

第 3 章   林地台帳整備業務 

 

（要 旨） 

第18条  本業務は、平成 28 年 5 月の森林法（昭和 26 年法律第 249 号）の一部改正を受け、市町村が統一

的な基準に基づき、森林の土地所有者や林地の境界に関する情報などを整備・公表する林地台帳の作

成を行うものとする。 

 

（計画準備） 

第19条  本作業は、本業務を正確かつ効率的に実施するために、作業実施体制及び工程を立案し、業務実

施に必要な準備を行うものとする。 

 

（資料収集・整理） 

第20条  本作業は、発注者が貸与する資料を収集及び整理するとともに、各種データファイル等については、

後続作業を円滑に行えるよう変換等を実施するものとする。 

 

（データ変換） 

第21条  本作業は、発注者が貸与する森林簿データ（CSV形式）及び森林計画図データ（SHAPE形式）

等を地理情報システムで取り扱うため、各種データの変換を行い、座標系等の調整を行うものと

する。 

２．GIS（地理情報システム）を使用し、登記簿データ（CSV 形式）及び公図データ（XML 形式）の



 

 

大字・地番情報をキーに結合を行うものとする。 

３．GIS（地理情報システム）を使用し、森林簿データ（CSV 形式）と森林計画図データ（SHAPE 形

式）の林小班をキーに結合を行うものとする。 

 

（公図データ展開） 

第22条  本作業は、発注者が貸与する公図データの標定を以下の項目に従い行うものとする。 

（１） 前条にて作成を行った大字・小字界のデータを受注者が作業を行う環境に展開を行うものとする。 

（２） 前条にて作成した登記簿データ（CSV形式）及び公図データ（XML形式）から、地目が山林の公図の抽出

を行うものとする。 

（３） 抽出を行った公図データを大字・小字界を基に展開を行い、標定を行うものとする。 

（４） 標定後は、字界図等を用いて可能な範囲で公図間での接合を行うものとする。接合際は、字ごとの公図

データを全体拡大、縮小及び回転等を行い、各筆の面積及び配置は考慮しないものとする。 

（５） 字界図がなく、標定が行えない公図は、不明公図としてとりまとめ発注者に報告し、発注者と受注者で協

議のうえ対応方法を決定し、不明公図の処理を行うものとする。 

 

（林地台帳原案の作成） 

第23条  本作業は、林地台帳原案を「林地台帳及び地図整備マニュアル資料１林地台帳及び地図の仕

様」（別紙1～3）のデータ構造に従い市販の表計算ソフトで扱える形で作成を行うものとする。なお、

作業は、以下の手順に従い作業を行うものとする。 

（１） 5 条森林抽出 

本作業は、以下の項目に従い作業を実施するものとする。 

(ア) 貸与する登記簿データを加工し、登記簿一覧表を作成するものとする。 

(イ) 作成した登記簿一覧表データと前条にて展開を行った公図データの図形属性の地番情報（所在

（大字・小字・地番））の照合を行うため、登記簿一覧表の表記（「ヶ」「ケ」や「-」などの全角・半角など

の統一など）の調整を行うものとする。 

(ウ) 森林計画図データと前条で作成した公図データを重ね合わせ、森林計画図データと重なる公図デ

ータを５条森林に該当する公図データとして抽出を行うものとする。なお、森林計画図と公図を重ね

合わせ部分的に重なる公図データを抽出する場合は、発注者と受注者で協議の上で抽出基準を定

めるとともに、抽出結果の判別がつくよう作業を行うものとする。 

（２） 地番関連情報テーブルの作成・林小班関連情報テーブルの作成 

５条森林に該当する登記簿データ及び森林簿データから林地台帳の記載事項となるよう整理し、地番

関連情報テーブル及び林小班関連情報テーブルの作成を行うものとする。なお、地番関連情報及び林

小班関連情報テーブルのデータ構造については、「林地台帳及び地図整備マニュアル」（別紙１.2）の通

りとする。 

（３） 相関表テーブルの作成 

ＧＩＳ（地理情報システム）の機能を用いて、林小班関連情報テーブルの識別情報を入力した森林計画

図データと、地番関連情報テーブルの識別情報を入力した公図データの重ね合わせによる空間解析を

行い、位置座標の重なる区画ごとに、林小班関連情報と地番関連情報の対応関係をそれぞれの識別情

報を同一の列に並べて整理した相関表テーブルを作成するものとする。なお、相関表作成イメージは図２

のとおりとし、データ構造については、「林地台帳及び地図整備マニュアル」（別紙 3）の通りとする。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２：相関表テーブルイメージ（出典：林野庁） 

 

（４） 林地台帳原案取りまとめ 

作成した地番関連情報テーブル・林小班関連情報テーブル・相関表テーブルを取りまとめ林地台帳原

案を作成するものとする。取りまとめる林地台帳原案の項目は、以下の表のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３：林地台帳原案作成のイメージ（出典：林野庁） 

 

 

 



 

 

 

（林地台帳地図原案の作成） 

第24条  本作業は、森林計画図データを加工して林地台帳地図原案の作成を行うものとする。なお、発注者

が公表を予定している林地台帳地図は、林小班界に林小班番号及び地番情報をラベル表示することを

予定している（図３林地台帳地図原案作成イメージ参照）ため、元となる森林計画図データの林小班の図

形属性に、相関表テーブルで当該林小班と対応する地番情報の入力を行うものとする。なお、林地台帳

地図データのデータ構造については「林地台帳及び地図整備マニュアル資料１林地台帳及び地図の仕

様」（別紙 4）の通りとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３：林地台帳地図原案作成イメージ（出典：林野庁） 

 

２．前条までに作成した林地台帳原案及び林地台帳地図原案のとりまとめを行い、発注者が確認を行うために、

林地台帳（Excel 形式）から該当箇所の林地台帳地図の表示ができるよう確認用ビューワソフトの作成を行うも

のとする。なお、確認用ビューワソフトは、林地台帳の属性情報、航空写真等が表示できるように作成を行い、

専用ハードウェアに格納し導入するものとする。なお導入するハードウェアは、「三重県森林情報管理システ

ム」の専用端末として利用を予定しているため、ハードの選定については協議の上決定するものとする。 

 

（固定資産土地課税マスタ照合） 

第25条  本作業は、前条までに作成した林地台帳原案と発注者が貸与する固定資産土地課税マスタの地番

をキーとして電子計算機上で照合点検を行い、不突合を抽出するものとする。また、照合結果は、以下の

項目に従い分類し、不一致調書を作成し、発注者へ提出するものとする。 

（１） 林地台帳原案にあり、固定資産土地課税マスタに無い地番（林地台帳原案のみの地番） 

（２） 林地台帳原案に無く、固定資産土地課税マスタにある地番（固定資産土地課税マスタのみの地番） 

（３） 地目の不一致 

（４） 地積の不一致 

（５） 所有者の不一致 

（６） 住所の不一致 

２．発注者が不一致調書を確認し、不一致の解明を行った林地台帳原案については、林地台帳原案の該当

箇所の修正を行うものとする。 

 

（林地台帳・林地台帳地図取りまとめ） 

第26条  本作業は、前条までに作成した林地台帳原案及び林地台帳地図原案のとりまとめを行い、発注者

地番界を表示せずに地番

の位置を表示する 

林小班界を表示 



 

 

が、最終確認を行った上で、確定した林地台帳及び林地台帳地図を成果品電子データファイル及び後

続作業で構築する林地台帳システムに取込めるデータの作成を行うものとする。なお、発注者が確認を

行った際に修正事項があった場合は、該当箇所の修正を行うものとする。 

２. 作成する成果品は、データ定義書を作成し、林地台帳はMDB形式、林地台帳地図はSHAPE形式で作成

するものとする。 

３. 林地台帳及び林地台帳地図は、「三重県森林情報管理システム」用のデータも合わせて作成するものとし、

三重県の提示するデータ定義書に従いデータの作成を行うものとする。 

 

（打合せ協議・報告） 

第27条   本業務を円滑に推進するために、受注者は、作業着手前および業務過程における打合せを綿密

に行い、定期的に業務の進捗を発注者に報告し、各作業工程完了にあたっては、報告および発注者の

検査を受けるものとする。 

２．受注者は、打合せ協議記録簿を作成し、発注者と受注者で１部ずつ保管するものとする。 

３. 打合せ協議は、初回・中間・最終を基本とし、必要に応じて適宜実施するものとする。 

 

第４章   成果品 

 

（成果品） 

第28条 本業務の成果品は、以下のとおりとする。 

（１） 地番関連情報テーブル       1 式 

（２） 林小班関連情報テーブル       1 式 

（３） 相関表テーブル        1 式 

（４） 不一致調書         1 式 

（５） 林地台帳原案データファイル（MDB 形式）     1 式 

（６） 林地台帳原案データファイル（MDB 形式・三重県森林情報管理システム用）  1 式 

（７） 林地台帳地図原案データファイル（SHAPE 形式）     1 式 

（８） 林地台帳地図原案データファイル（SHAPE 形式・三重県森林情報管理システム用） 1 式 

（９） 林地台帳地図確認用ビューワソフト      1 式 

（１０） その他発注者が必要と認めたもの      1 式 

 

以上 



 

 

別紙 1 

「地番関連情報テーブル」 

 



 

 

別紙 2 

「林小班関連情報テーブル」 

 



 

 

別紙３ 

「相関表テーブル」 

 



 

 

別紙４ 

「林地台帳地図原案」 
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